
（単位：百万円）

金　　　　　　　額 金　　　　　　　額

203,235 2,707,799

16,928 132,033

66 90,000

246 135,668

10,049 93,955

701,805 1

2,352,303 14,136

20,491 144

28,603 803

そ の 他 の 資 産 28,603 13,189

25,337 641

1,290 1,411

1,156 3,874

10,790 10,790

△27,129 3,190,311

24,404

19,914

19,914

78,127

7,531

70,595

別 途 積 立 金 50,000

固定資産圧縮積立金 155

土 地 特 別 積 立 金 105

繰 越 利 益 剰 余 金 20,335

122,446

24,568

△194

8,044

32,417

154,864

3,345,175 3,345,175

中間貸借対照表（2020年９月30日現在）

（旧 株式会社 十 八 銀 行）

第 246 期　中　間　決　算　公　告

2020年12月28日 長崎県長崎市銅座町１番11号
株式会社 十 八 親 和 銀 行

取締役頭取　森　拓　二　郎

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

（純資産の部）

金 銭 の 信 託

債券貸借取引受入担保金

その他有価証券評価差額金

借 用 金

再評価に係る繰延税金負債

外 国 為 替

株 主 資 本 合 計

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 の 負 債

利 益 準 備 金

貸 倒 引 当 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

支 払 承 諾 見 返

外 国 為 替

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

未 払 法 人 税 等

コ ー ル ロ ー ン

商 品 有 価 証 券

前 払 年 金 費 用

睡眠預金払戻損失引当金

負 債 の 部 合 計

リ ー ス 債 務

買 入 金 銭 債 権

有 価 証 券

支 払 承 諾

そ の 他 負 債貸 出 金

コ ー ル マ ネ ー

譲 渡 性 預 金

科 目

（負債の部）

現 金 預 け 金 預 金

科 目

（資産の部）



中間損益計算書

（単位：百万円）

金　　　　　　　　　　　額

16,490

資 金 運 用 収 益 12,869

( う ち 貸 出 金 利 息 ) （ 8,092 ）

(うち有価証券利息配当金) （ 4,617 ）

役 務 取 引 等 収 益 2,828

そ の 他 業 務 収 益 220

そ の 他 経 常 収 益 571

14,477

資 金 調 達 費 用 343

( う ち 預 金 利 息 ) （ 65 ）

役 務 取 引 等 費 用 2,104

そ の 他 業 務 費 用 186

営 業 経 費 10,691

そ の 他 経 常 費 用 1,151

2,012

245

固 定 資 産 処 分 益 245

495

固 定 資 産 処 分 損 236

減 損 損 失 259

1,762

△603

1,367

764

997

経 常 収 益

経 常 費 用

2020年４月１日から
2020年９月30日まで

経 常 利 益

特 別 利 益

科　　　　　目

中 間 純 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計



 

 

個別注記表 
 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 重要な会計方針 
 １．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行って

おります。 

 ２．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価は、子会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券につ

いては原則として中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法

により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均

法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(2) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されてい

る有価証券の評価は、時価法により行っております。 

 ３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

 ４．固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

建物については、定額法、その他の有形固定資産は、定率法を採用し、それぞれ年間減価

償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

     建 物    ３年～50 年 

     その他    ３年～20 年 

  (2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

  (3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び｢無形固定資産｣中の

リース資産は、原則としてリース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。な

お、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額と

し、それ以外のものは零としております。 

 ５．引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）

に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権

については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能

見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在

は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、

「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必

要と認める額を計上しております。 

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者の

うち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もるこ

とができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で

割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積

法）により計上しております。 
上記以外の債権については、景気予測に基づくデフォルト率を推計し、主として今後１年

間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該

部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の

評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債

権額から直接減額しておりましたが、2019 年事業年度から直接減額を行っておりません。当

中間期末における 2018 年事業年度末までの当該直接減額した額の残高は 1,594 百万円であり



 

 

ます。  

  (2) 退職給付引当金 

    退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上してお

ります。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間期末までの期間に帰属

させる方法については給付算定式基準によっております。なお、数理計算上の差異の損益処理

方法は次のとおりであります。 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度か

ら損益処理 

  (3) 睡眠預金払戻損失引当金 

    睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備

えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、必要と認める額を計上しており

ます。 

 ６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 ７．ヘッジ会計の方法 

(1) 金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融

商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員

会報告第 24 号 2002 年２月 13 日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性

評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出

金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ

特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ

対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業に

おける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第 25 号 2002 年７月 29 日）に規定する繰延ヘッジによっております。

ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目

的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外

貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認する

ことによりヘッジの有効性を評価しております。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、中間連結財務諸表における

会計処理の方法と異なっております。  

(2) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。 

ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。 

(3) 連結納税制度の適用 

株式会社ふくおかフィナンシャルグループを連結納税親会社とする連結納税主体の連結納

税子会社として、連結納税制度を適用しております。 

(4) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

「所得税法等の一部を改正する法律」(2020 年法律第８号)において創設されたグループ通

算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた

項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関

する取扱い」(実務対応報告第 39 号 2020 年３月 31 日)第３項の取扱いにより、「税効果会計

に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 28 号 2018 年２月 16 日)第 44 項の定

めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づい

ております。 

 

 

 

 



 

 

追加情報 
新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り 

当行は、前事業年度において、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による業績や資金繰りの

悪化等影響が出ている債務者について、貸倒引当金を追加計上したほか、貸倒引当金の見積り方

法を、景気予測に基づきデフォルト率を推計する方法に変更したことにより、貸倒引当金を追加

計上しており、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による景気悪化についても一定程度織込ま

れた見積りを行いました。 

上記の見積りを行う上で、新型コロナウイルス感染症の収束時期については、概ね 2020 年度上

期中を想定しており、2020 年度下期から徐々に経済が回復すると仮定しておりましたが、当中間

会計期間において、当該仮定に重要な変更はありません。 

新型コロナウイルス感染症の影響については、依然として予断を許さない状況が続いているも

のの、国内の感染拡大のペースは一定程度抑制されており、当初想定の範囲内で推移していると

考えております。また、当面の間、景気の低迷が継続することを見込んでおりますが、緊急事態

宣言の解除後、経済活動は段階的に再開されつつあり、景気も徐々に回復へ向かうと仮定してお

ります。なお、当該仮定の不確実性は高く、新型コロナウイルス感染症の影響が想定の範囲を超

えた場合には、今後の業績に影響を与える可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式総額       6,064 百万円 

２．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の

国債に 231,930 百万円含まれております。 

 ３．貸出金のうち、破綻先債権額は 1,210 百万円、延滞債権額は 28,232 百万円であります。 

   なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由

により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸

出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税

法施行令（1965 年政令第 97 号）第 96 条第１項第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第４

号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

   また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は

支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

 ４．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は 19 百万円であります。 

   なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延

している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

 ５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 21,869 百万円であります。 

   なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減

免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸

出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。  

 ６．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 51,331

百万円であります。 

   なお、上記３．から６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 ７．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日

本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号 2002 年２月 13 日）に基づき金融取引として

処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保

という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は 4,664 百万円でありま

す。 

 ８．担保に供している資産は次のとおりであります。 

   担保に供している資産 

    有価証券             223,819 百万円 

    貸出金              607,908 百万円 

   担保資産に対応する債務 

    預金                 3,563 百万円 

    コールマネー            90,000 百万円 

    債券貸借取引受入担保金      135,668 百万円 

借用金               91,956 百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、その他の資産 581 百万円を差し入れております。 

また、その他の資産には、金融商品等差入担保金 22,968 百万円及び保証金 513 百万円が含ま

れております。 

なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号 2002 年２月 13 日）に基づき金融

取引として処理しておりますが、これにより引き渡した商業手形及び買入外国為替等はありま

せん。 

 ９．当座貸越契約及び貸付金等に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出

を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し

付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、556,144 百万円で

あります。このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）

が 540,220 百万円あります。 

   なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そ

のものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これら

の契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実

行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられ

ております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契

約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見

直し、与信保全上の措置等を講じております。 

10．土地の再評価に関する法律（1998 年３月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、当行の事業用の



 

 

土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として

純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 1998 年３月 31 日 

   同法律第３条第３項に定める再評価の方法   

土地の再評価に関する法律施行令（1998 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第４号に定

める地価税法上の路線価等に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出。 

同法律第 10条に定める再評価を行った事業用の土地の当中間期末における時価の合計額と

当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 6,066 百万円 

 11．有形固定資産の減価償却累計額        35,988 百万円 

 12. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に

対する当行の保証債務の額は 3,006 百万円であります。 

13．銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ(10)に規定する単体自己資本比率(国内基準) 

10.59％ 

 

 （中間損益計算書関係） 

 １．「その他経常収益」には、株式等売却益 165 百万円、土地建物賃貸料 68 百万円及び貸倒引当金

戻入益 209 百万円を含んでおります。 

 ２．「その他経常費用」には、経営統合関連費用 999 百万円を含んでおります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

（有価証券関係） 

中間貸借対照表の｢有価証券｣について記載しております。 

 １．満期保有目的の債券（2020 年９月 30 日現在） 

  該当事項はありません。 

 

２．子会社及び関連会社株式（2020 年９月 30 日現在） 

  子会社及び関連会社株式は、全て市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

るものであります。その中間貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

     中間貸借対照表計上額（百万円） 

子会社株式 6,064 

関連会社株式 － 

合計 6,064 

 

３．その他有価証券（2020 年９月 30 日現在） 

 種類 
中間貸借対照表 

計上額（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

中間貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

株式 14,824 8,165 6,659 

債券 387,050 371,438 15,611 

 国債 219,154 206,396 12,758 

 地方債 53,282 52,095 1,186 

社債 114,613 112,946 1,666 

その他 183,046 167,664 15,382 

小計 584,922 547,269 37,652 

中間貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

株式 3,937 5,058 △1,121 

債券 73,629 74,173 △543 

 国債 43,061 43,556 △494 

 地方債 9,436 9,450 △13 

社債 21,131 21,167 △36 

その他 29,805 30,586 △780 

小計 107,372 109,819 △2,446 

合計 692,294 657,088 35,206 

     

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

 
中間貸借対照表計上額

（百万円） 

非上場株式 1,752 

非上場外国証券 0 

投資事業有限責任組合等 1,693 

合計 3,447 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

４．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、

当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見

込みがあると認められないものについては、当該時価をもって中間貸借対照表計上額とすると

ともに、評価差額を当中間期の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。 

当中間期における減損処理額は、該当ありません。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、

有価証券の発行会社の区分毎に以下のとおり定めております。 

 破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落 

 要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落 

 正常先 
時価が取得原価に比べて50％以上下落又は、時価が取得原価に比べ

30％以上50％未満下落したもので市場価格が一定水準以下で推移等 

なお、破綻先とは、破産、特別清算、手形取引所における取引停止処分等、法的・形式的に



 

 

経営破綻の事実が発生している発行会社、実質破綻先とは、実質的に経営破綻に陥っている発

行会社、破綻懸念先とは、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社でありま

す。要注意先とは、今後の管理に注意を要する発行会社であります。正常先とは、上記破綻先、

実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の発行会社であります。 

 

（金銭の信託関係） 

１. 満期保有目的の金銭の信託（2020 年９月 30 日現在） 

   該当事項はありません。 

 ２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2020 年９月 30 日現在） 

   該当事項はありません。 

 

 （税効果会計関係） 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

 繰延税金資産   

 貸倒引当金 8,027 百万円 

 税務上の繰越欠損金 140  

 退職給付引当金 1,315  

 有価証券償却 1,256  

 減価償却 1,010  

 繰延ヘッジ損益 85  

 その他 1,784  

 繰延税金資産小計 13,618  

  税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △140  

 将来減算一次差異等の合計に係る評価性引当額 △4,186  

  評価性引当額小計 △4,326  

 繰延税金資産合計 9,291  

 繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 △10,638  

 固定資産圧縮積立額 △64  

 繰延税金負債合計 △10,702  

 繰延税金資産の純額 △1,411 百万円 

 

 （１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額      9,040 円 39 銭  

１株当たりの中間純利益金額    58 円 23 銭  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

(重要な後発事象） 

当行及び親和銀行は、2020 年６月 26 日開催の両行の定時株主総会における合併契約の承認決議及

び 2020 年９月 30 日に両行の合併に係る認可(銀行法第 30 条第１項)を取得したことに伴い、2020 年

10 月１日付で合併及び存続会社の商号変更を行っております。 

 

１．企業結合の概要 

(1) 結合当事企業の名称及び事業の内容 

（吸収合併存続会社） 

名称：親和銀行 

事業の内容：銀行業 

（吸収合併消滅会社） 

名称：十八銀行 

事業の内容：銀行業 

(2) 企業結合の目的 

当行は、本合併による経営の効率化を通じてシナジーを最大限発揮し、本合併の理念・目的に掲

げる以下３点を実現することによって、将来に亘り長崎県経済の発展に貢献していきます。 

I.   地域経済活性化と企業価値向上の同時実現 

II.  長崎県内企業の成長への貢献 

III. 顧客満足度 NO.１の金融グループ 

(3) 企業結合日 

2020 年 10 月１日 

(4) 企業結合の法的形式 

親和銀行を存続会社、十八銀行を消滅会社とする吸収合併方式 

(5) 結合後企業の名称 

株式会社十八親和銀行 

２．実施予定の会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第 21 号 2019 年１月 16 日)及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第 10 号 2019 年１月 16 日)

に基づき、共通支配下の取引等として処理する予定であります。 

 

 



 

 

 

第 246 期 中 間 決 算 公 告 

2020 年 12 月 28 日 

崎県長崎市銅座町１番 11号 

株式会社十八親和銀行 

（旧株式会社十八銀行） 

取締役頭取 森 拓二郎 

中間連結貸借対照表(2020 年 9 月 30 日現在)  

 
   (単位：百万円)  

科 目 金 額 科 目 金 額 

(資 産 の 部)  (負 債 の 部)  

現 金 預 け 金 203,315 預 金 2,697,990 

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形 16,928 譲 渡 性 預 金 132,033 

買 入 金 銭 債 権 66 コ ー ル マ ネ ー及 び 売 渡手 形 90,000 

商 品 有 価 証 券 246 債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 135,668 

金 銭 の 信 託 10,049 借 用 金 101,296 

有 価 証 券 695,751 外 国 為 替 1 

貸 出 金 2,342,962 そ の 他 負 債 20,985 

外 国 為 替 20,491 退 職 給 付 に 係 る 負 債 3,050 

リース債権及びリース投資資産 15,989 睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 641 

そ の 他 資 産 39,098 繰 延 税 金 負 債 689 

有 形 固 定 資 産 26,485 再 評 価 に 係 る繰 延 税 金負 債 3,874 

無 形 固 定 資 産 1,399 支 払 承 諾 10,896 

繰 延 税 金 資 産 940 負 債 の 部 合 計 3,197,128 

支 払 承 諾 見 返 10,896 ( 純  資  産  の  部 )  

貸 倒 引 当 金 △29,293 資 本 金 24,404 

  資 本 剰 余 金 24,779 

  利 益 剰 余 金 79,406 

  株 主 資 本 合 計 128,591 

  そ の 他 有 価 証券 評 価 差額 金 24,572 

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △194 

  土 地 再 評 価 差 額 金 8,023 

  退職給付 に係る調整累計額 △2,793 

  その他の包括利益累計額合計 29,608 

  純 資 産 の 部 合 計 158,199 

資 産 の 部 合 計 3,355,327 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 3,355,327 

  



 

 

 

中間連結損益計算書 
 

    (単位：百万円)  
科 目 金 額 

経 常 収 益    21,019  

資 金 運 用 収 益  12,943    

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）  （  8,179   ）   

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ）  （  4,604 )   

役 務 取 引 等 収 益  2,941    

そ の 他 業 務 収 益  4,776    

そ の 他 経 常 収 益  358    

経 常 費 用    18,674  

資 金 調 達 費 用  364    

（ う ち 預 金 利 息 ）  （ 65  ）   

役 務 取 引 等 費 用  1,806    

そ の 他 業 務 費 用  186    

営 業 経 費  15,109    

そ の 他 経 常 費 用  1,208    

経 常 利 益    2,345  

特 別 利 益    245  

固 定 資 産 処 分 益  245    

特 別 損 失    495  

固 定 資 産 処 分 損  236    

減 損 損 失  259    

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益    2,094  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税    △432  

法 人 税 等 調 整 額    1,331  

法 人 税 等 合 計    898  

中 間 純 利 益    1,195  

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 利 益    1,195  
      

 

 

           2020年４月１日から 
2020年９月30日まで 



 

連結注記表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

中間連結財務諸表の作成方針 

(1) 連結の範囲に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等  ６社 

    会社名 

十 八 総 合 リ ー ス 株 式 会 社 

十八ビジネスサービス株式会社 

長 崎 保 証 サ ー ビ ス 株 式 会 社 

株 式 会 社 十 八 カ ー ド 

十 八 ソ フ ト ウ ェ ア 株 式 会 社 

株 式 会 社 長 崎 経 済 研 究 所 

② 非連結の子会社及び子法人等 

該当事項はありません。 

(2) 持分法の適用に関する事項 

① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当事項はありません。 

② 持分法適用の関連法人等 

該当事項はありません。 

③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当事項はありません。 

④ 持分法非適用の関連法人等 

該当事項はありません。 

(3) 連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の中間決算日は、すべて９月末日であります。 

 

会計方針に関する事項 

(1) 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。 

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価は、その他有価証券については原則として中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるもの

については、移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

② 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の

評価は、時価法により行っております。 

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

(4) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

建物については、主として定額法、その他の有形固定資産については、定率法を採用し、それぞれ年間

減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建   物   ３年～50年 

そ の 他   ３年～20年 



  

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行並

びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、原則としてリース

期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価

保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

(5) 貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者(以下、「破綻先」という。)に係る債権及

びそれと同等の状況にある債務者(以下、「実質破綻先」という。)に係る債権については、以下のなお書き

に記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控

除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性

が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保

の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的

に判断し必要と認める額を計上しております。 

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の

元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、

当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を

貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。 

上記以外の債権については、景気予測に基づくデフォルト率を推計し、主として今後１年間の予想損失

額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保

証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており

ましたが、2019 年連結会計年度から直接減額を行っておりません。当中間連結会計期間末における 2018

年連結会計年度末までの当該直接減額した額の残高は1,594百万円であります。 

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金については、貸倒実績率等に基づく処理を行っております。 

 (6) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、

将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しております。 

 (7) 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間連結会計期間末までの期間に帰属させる方法に

ついては給付算定式基準によっております。また、数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであり

ます。 

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10 年)によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

なお、連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る当中間連結会計期間末の自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しており

ます。 

 (8)外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債については、中間連結決算日の為替相場

による円換算額を付しております。 

 (9)リース取引の収益及び費用の計上基準 

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準はリース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法



  

によっております。 

 (10)重要なヘッジ会計の方法 

(ｲ) 金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融

商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告

第 24 号 2002 年２月 13 日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法につ

いては、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である

金利スワップ取引等を一定の(残存)期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キ

ャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係

の検証により有効性の評価をしております。 

(ﾛ)為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業に

おける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第 25 号 2002 年７月 29 日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評

価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取

引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッ

ジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しており

ます。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っています。 

 (11)中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」の

うち現金及び日本銀行への預け金であります。 

(12)消費税等の会計処理 

当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

 (13)連結納税制度の適用 

      当行及び一部の国内の連結される子会社は、株式会社ふくおかフィナンシャルグループを連結納税親会

社とする連結納税主体の連結納税子会社として、連結納税制度を適用しております。 

(14) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当行及び一部の国内の連結される子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(2020 年法律第８号)

において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の

見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適

用に関する取扱い」(実務対応報告第 39 号 2020 年３月 31 日)第３項の取扱いにより、「税効果会計に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 28 号 2018 年２月 16 日)第 44 項の定めを適用せず、

繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

追加情報 

新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り 

当行は、前連結会計年度において、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による業績や資金繰りの悪化

等影響が出ている債務者について、貸倒引当金を追加計上したほか、貸倒引当金の見積り方法を、景気予

測に基づきデフォルト率を推計する方法に変更したことにより、貸倒引当金を追加計上しており、新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大による景気悪化についても一定程度織込まれた見積りを行いました。 

上記の見積りを行う上で、新型コロナウイルス感染症の収束時期については、概ね 2020 年度上期中を

想定しており、2020 年度下期から徐々に経済が回復すると仮定しておりましたが、当中間連結会計期間

において、当該仮定に重要な変更はありません。 

新型コロナウイルス感染症の影響については、依然として予断を許さない状況が続いているものの、国

内の感染拡大のペースは一定程度抑制されており、当初想定の範囲内で推移していると考えております。

また、当面の間、景気の低迷が継続することを見込んでおりますが、緊急事態宣言の解除後、経済活動は

段階的に再開されつつあり、景気も徐々に回復へ向かうと仮定しております。なお、当該仮定の不確実性

は高く、新型コロナウイルス感染症の影響が想定の範囲を超えた場合には、今後の業績に影響を与える可

能性があります。 



  

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

１．無担保の消費貸借契約(債券貸借取引)により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債に 

231,930百万円含まれております。 

２．貸出金のうち、破綻先債権額は 1,282百万円、延滞債権額は 28,649百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により

元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却

を行った部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。)のうち、法人税法施行令(1965 年政令

第 97 号)第 96 条第１項第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている

貸出金であります。 

また､延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって､破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 19百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延してい

る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 21,869百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先

債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 51,821 百万

円であります。 

なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号 2002 年２月 13 日)に基づき金融取引として処理しておりま

す。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替等は、売却又は(再)担保という方法で自由に処分

できる権利を有しておりますが、その額面金額は、4,664百万円であります。 

７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券 223,819百万円 

貸出金 607,908百万円 

リース債権及びリース投資資産   1,229百万円 

担保資産に対応する債務 

預金   3,563百万円 

コールマネー及び売渡手形  90,000百万円 

債券貸借取引受入担保金  135,668百万円 

借用金   92,573百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、その他資産 581 百万円を差し入れております。 

また、その他資産には金融商品等差入担保金 22,968百万円、保証金 560百万円が含まれております。 

なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」

(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号 2002 年２月 13 日)に基づき金融取引として処理し

ておりますが、これにより引き渡した商業手形及び買入外国為替等はありません。 

８．当座貸越契約及び貸付金等に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け

た場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを

約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、565,148 百万円であります。このうち

原契約期間が１年以内のもの(又は任意の時期に無条件で取消可能なもの)が 549,225百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの



  

が必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるもの

ではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由がある

ときは、当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額

の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動

産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内(社内)手続に基づき顧客

の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

９．土地の再評価に関する法律(1998 年３月 31 日公布法律第 34 号)に基づき、当行及び一部連結される子

会社の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価

に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純

資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日          1998 年３月 31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(1998 年３月 31 日公布政令第 119 号)第２条第４号に定める地価

税法上の路線価等に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出。 

同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用の土地の当中間連結会計期間末における時価の合計額

と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 6,093 百万円 

10．有形固定資産の減価償却累計額   38,314百万円 

11.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募(金融商品取引法第２条第３項)による社債に対する保証

債務の額は 3,006百万円であります。 

12．銀行法施行規則第17 条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準） 

10.71％ 

 

(中間連結損益計算書関係)  

１．「その他経常収益」には、株式等売却益 165 百万円、土地建物賃貸料 65 百万円、金銭の信託運用益 49 百

万円及び償却債権取立益39百万円を含んでおります。 

２．「営業経費」には、給料・手当4,298百万円及び退職給付費用409百万円を含んでおります。 

３．「その他経常費用」には、経営統合関連費用999百万円を含んでおります。 

 



  

（金融商品関係） 

○金融商品の時価等に関する事項 

中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。また、「中間連

結貸借対照表計上額」の重要性が乏しい科目については、記載を省略しております。 

 
（単位：百万円） 

  中間連結貸借 
対照表計上額 

時  価 差  額 

(１) 現金預け金 203,315 203,315 ― 

(２) コールローン及び買入手形 16,928 16,928 ― 

(３) 買入金銭債権（※１） 66 66 ― 

(４) 有価証券    

 その他有価証券 692,302 692,302 ― 

(５) 貸出金 2,342,962   

 貸倒引当金（※１） △27,783   

  2,315,178 2,349,398 34,220 

資産計 3,227,791 3,262,011 34,220 

(１) 預金 2,697,990 2,698,106 116 

(２) 譲渡性預金 132,033 132,033 ― 

(３) コールマネー及び売渡手形 90,000 90,000 ― 

(４) 債券貸借取引受入担保金 135,668 135,668 ― 

(５) 借用金 101,296 101,275 △21 

負債計 3,156,988 3,157,083 94 

デリバティブ取引（※２）    

 ヘッジ会計が適用されていないもの 275 275 ― 

 ヘッジ会計が適用されているもの (318) (318) ― 

デリバティブ取引計 (43) (43) ― 

（※１） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、買入金銭債

権に対する貸倒引当金については、重要性が乏しいため、中間連結貸借対照表計上額から直接減

額しております。 

（※２） その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債

務となる項目については、（ ）で表示しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金預け金 

満期のない預け金及び約定期間が短期間（１年以内）の預け金については、時価は帳簿価額と近似して

いることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(2) コールローン及び買入手形 

これらのうち、有担保取引については、ほとんどの部分が担保により信用リスクが相殺されているため、

個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積もり、期間別の無リスクの市場利子率で割り引い

た現在価値を算定しております。また無担保取引については、個々の取引から発生する将来キャッシュ・

フローを見積もり、期間別の無リスクの市場利子率に、内部格付に準じた債務者区分ごとの予想損失率に



  

基づく信用リスク要因等を上乗せした利率で割り引いた現在価値を算定しております。 

（3）買入金銭債権 

買入金銭債権のうち、満期のあるものについては、取引金融機関から提示された価格によっております。

但し、取引金融機関から提示された価格が取得できないものについては、個々の取引から発生する将来キ

ャッシュ・フローを見積もり、期間別の無リスクの市場利子率に、内部格付に準じた債務者区分ごとの予

想損失率に基づく信用リスク要因等を上乗せした利率で割り引いた現在価値を算定しております。また満

期のないものについては、信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額を時価としております。 

(4) 有価証券 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投

資信託は、公表されている基準価格によっております。 

自行保証付私募債は、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を金利スワップのレートに債務者区分

ごとの信用スプレッドを上乗せした利率で割引いた現在価値により算定しております。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。 

(5) 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後

大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま

す。固定金利によるものは、貸出金の種類及び債務者区分、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を

スワップレートに債務者区分ごとの信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定し

ております。なお、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの

現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間連

結決算日における中間連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額と近似して

おり、当該価額を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものに

ついては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、

帳簿価額を時価としております。 

 

負 債 

(1) 預金、及び(2) 譲渡性預金 

要求払預金については、中間連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしており

ます。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ･フローを見積もり、新規

に預金を受け入れる際に使用する利率で割り引いた現在価値を算定しております。   

(3) コールマネー及び売渡手形、及び(4) 債券貸借取引受入担保金 

これらは、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額を時価としております。 

  (5) 借用金 

借用金については、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を、金利スワップのレート

で割り引いて現在価値を算定しております。  

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ）、通貨関連取引（通貨スワップ等）であり、割引現

在価値により算定した価額によっております。 

 

 



  

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間連結貸借対照表計上額は次のとおり 

であり、金融商品の時価情報の「資産（4）その他有価証券」には含まれておりません。 

 

                                   （単位：百万円） 

区 分 中間連結貸借対照表計上額 

① 非上場株式（※１）（※２） 1,755 

② 非上場外国証券（※１） 0 

③ 投資事業有限責任組合等（※３） 1,693 

合  計 3,449 

（※１）非上場株式及び非上場外国証券については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから時価開示の対象とはしておりません。 

（※２）当中間連結会計期間において、非上場株式について７百万円減損処理を行っております。  

（※３）投資事業有限責任組合等のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と

認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。 

 

（有価証券関係） 

中間連結貸借対照表の「有価証券」について記載しております。 

 

１．満期保有目的の債券（2020年９月30日現在） 

    該当事項はありません。 

 

２．その他有価証券（2020年９月30日現在） 

 
種類 

中間連結貸借対照表

計上額（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

中間連結貸借対照表計上

額が取得原価を超えるも

の 

株式 14,832 8,166 6,665 

債券 387,050 371,438 15,611 

 国債 219,154 206,396 12,758 

 地方債 53,282 52,095 1,186 

社債 114,613 112,946 1,666 

その他 183,046 167,664 15,382 

小計 584,929 547,270 37,659 

中間連結貸借対照表計上

額が取得原価を超えない

もの 

株式 3,937 5,058 △1,121 

債券 73,629 74,173 △543 

 国債 43,061 43,556 △494 

 地方債 9,436 9,450 △13 

社債 21,131 21,167 △36 

その他 29,805 30,586 △780 

小計 107,372 109,819 △2,446 

合計 692,302 657,089 35,212 

 

３．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価

証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認めら

れないものについては、当該時価をもって中間連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当中間

連結会計期間の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。 

当中間連結会計期間における減損処理額は、該当ありません。 



  

 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有価証券の

発行会社の区分毎に以下のとおり定めております。 

 破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落 

 要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落 

 正常先 時価が取得原価に比べて50％以上下落又は、時価が取得原価に比べ30％以上50％
未満下落したもので市場価格が一定水準以下で推移等 

なお、破綻先とは、破産、特別清算、手形取引所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の

事実が発生している発行会社、実質破綻先とは、実質的に経営破綻に陥っている発行会社、破綻懸念先と

は、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社であります。要注意先とは、今後の管理に

注意を要する発行会社であります。正常先とは、上記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外

の発行会社であります。 

  

（金銭の信託関係） 

１．満期保有目的の金銭の信託（2020年９月30日現在） 

該当事項はありません。 

 

２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2020年９月30日現在） 

該当事項はありません。 

 

（賃貸等不動産関係） 

賃貸等不動産の総資産に占める割合が僅少であるため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額                   9,235円07銭  

１株当たりの親会社株主に帰属する中間純利益金額        69円80銭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

（重要な後発事象） 

当行及び親和銀行は、2020 年６月 26 日開催の両行の定時株主総会における合併契約の承認決議及び

2020 年９月 30 日に両行の合併に係る認可（銀行法第 30 条第１項）を取得したことに伴い、2020 年 10 月

１日付で合併及び存続会社の商号変更を行っております。 

 

１．企業結合の概要 

(1) 結合当事企業の名称及び事業の内容 

（吸収合併存続会社） 

名称：親和銀行 

事業の内容：銀行業 

（吸収合併消滅会社） 

名称：十八銀行 

事業の内容：銀行業 

(2) 企業結合の目的 

当行グループは、本合併による経営の効率化を通じてシナジーを最大限発揮し、本合併の理念・目的

に掲げる以下３点を実現することによって、将来に亘り長崎県経済の発展に貢献していきます。 

I.   地域経済活性化と企業価値向上の同時実現 

II.  長崎県内企業の成長への貢献 

III. 顧客満足度NO.１の金融グループ 

(3) 企業結合日 

2020年 10月１日 

(4) 企業結合の法的形式 

親和銀行を存続会社、十八銀行を消滅会社とする吸収合併方式 

(5) 結合後企業の名称 

株式会社十八親和銀行 

２．実施予定の会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 2019 年１月 16 日）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 2019 年１月 16 日）に基づき、

共通支配下の取引等として処理する予定であります。 


